
「健康やすぎ21」 (第 4次健康増進計画・第 3次食育推進計画)策定支援業務
公募型プロポーザル実施要領

1 公募型プロポーザル実施の目的
この要領は、「健康やすぎ21」 (第 4次健康増進計画 。第 3次食育推進計画)策定支援業

務を委託するに当たり、事業者から企画提案を受け、価格のみによらず、提案内容や事業ノウ

ハウ、取組体制等について考慮し、最も適切な者を当該業務の受託候補者として選定すること

を目的とする。

2 業務概要
(1)業務名
「健康やすぎ21」 (第 4次健康増進計画・第 3次食育推進計画)策定支援業務

(2)業務内容

別紙「健康やすぎ21」 (第 4次健康増進計画・第 3次食育推進計画)策定支援業務仕様書

のとおり。ただし、契約時における仕様書を優先する。

(3)委託期間

契約締結日の翌日から令和 8年 3月 27日 まで

(4)委託料上限額

7, 920, 000円 (消費税及び地方消費税を含む。)
(5)発注・契約方式

契約は、公募型プロポーザルにより選定した受託候補者と随意契約 (地方自治法施行令 16

7条の2第 1項第 2号)を行うものとする。

(6)契約保証金

免除

(7)前金払及び部分払

可能 (受託候補者選定後に別途協議を行う。)

3 参加者資格
本業務に関する公募型プロポーザル参加者は、次の要件を全て満たすものとする。

(1)法人格を有していること。

(2)次のアからサまでに該当しない者

ア 地方自治法施行令 (B召和 22年政令第 16号 )第 167条 の4第 1項の規定に該当する

者

イ 参加意思表明書の提出期限の日から受託候補者の選定の日までの間において、安来市
から指名停止の措置を受けている者

ウ 破産法 (平成 16年法律第 75号 )第 18条又は第 19条の規定による破産の中立てが

なされている者

工 民事再生法 (平成 11年法律第 225号 )第 21条の規定に基づく再生手続きの中立て

がなされている者
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オ 会社更生法 (｀r成 14午法律第 154岩‐)第 17条の規定に基づく更生手続きの中立て

がなさ,´している者

力 国税及び地方税について滞納している者
キ 役員等 (法人の役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。

以下同じ)が暴力団員による不当な行為の防止等にPx可する法律 (平成 3年法律第 77号。

以下「暴対法」という。)第 2条第 6号に規定する暴力団員 (以下「暴力団員」という。)

である者

ク 暴対法第 2条第 2号に規定する暴力団 (以下「暴力団」という。)又は暴力団員が経営
に実質的に関与している者

ケ 役員等が自己、自社若しくは第二者の不正の利益を図る目的又は第二者に損害を加え

る目的をもつて、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者

コ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者

サ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

4 スケジュール
実施要領の公表 令和 7 4fi 5月 16日 (金 )

実施要領に関する質問受付期間 令和 7年 5月 27日 (火)ま で

質問書の回答 令和 7年 5月 29日 (木 )

参加意思表明書等提出期限 令不日7年 6月  4日 (ノ∫く)

プレゼンテーション参力日決定通知 令和 7年 6月  6日 (金)予定

提案書類提出期限 令和 7年 6月 13日 (金 )

プレゼンテーション及びヒアリング 令和 7年 6月 23日 (月 )

審査結果の通知 令和 7年 6月 25日 (水)発送予定

業務委託契約 令和 7年 6月 下旬

5 参加方法等
(1)実施要領等の人手方法

実施要領その他プロポーザルに係る資料・様式は、安来市ホームページからダウンロー ドに

より入手すること。

(2)参加中込

本業務に関する公募型プロポーザルに参加 しようとする場合は、次に定める書類を提出す

ること。

ア 公募型プロポーザル参加意思表明書 (様式第 1号 )
イ 業務実績書 (様式第 2号。実績を示す契約書の写しを添付すること。)

ウ 法人登記簿】春木又は現在事項全部証明書 (発行日から3ヶ 月以内のもの。写し可。)
工 財務諸表 (貸借対照表及び損益計算書)※直近決算時のもの

オ 納税証明書 (参加意思表明書提出の前 3か月以内に発行された証明書で、国税及び地

方税の滞納がないことを示すものに限る。なお、都道府県税については、当該業務を主
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に担当しようとする事業所が属する都道府県のものを提出すること。写し可。)

力 業務実施体制・配置予定者調書 (様式第 3号 )
キ 誓約書 (様式第 4号 )
ク 参加者概要資料 (会社案内、パンフレット等)(任意様式)
(3)参加意思表明書等の提出方法及び提出先
「公募型プロポーザル参加意思表明書類」と明記した封筒に前号の書類を同封し、持参又は

郵送により提出する。 (郵送の場合は、書留郵便とする。持参する場合は開庁日の午前 9時か

ら午後 4時までの問受付を行 う。)

提出期限は、令和 7年 6月 4日 (水)午後 4時必着とする。

提出先は、「11 本件に関する問合せ先」と同じ。
(4)プレゼンテーション参加者の決定

プレゼンテーション参加者は、提出書類を審査した後に、全ての参加者にその合否結果を通

知する。

6 本件に関する質疑
(1)木件に関する質堤については、公募型プロポーザル質問書 (様式第 5号)に より受け付け

る。

(2)受付期間は、令和 7年 5月 27日 (火)午後 4時之、着とし、提出方法は、電子メール又は

ファクシミリとする。 (電子メールアドレス及びファクシミリ番号は「11 本件に関する
問合せ先」を参照)

(3)受け付けた質疑に対しては、令和 7年 5月 29日 (本 )までに安来市のホームページヘの

掲載をもって回答とする。

7 提案書類の作成及び提出
プレゼンテーションヘの参加決定の通知を受けた者は、提案書 (様式第 6号及び任意様式)

及び参考見積書 (様式第 7号)を作成し、提出すること。

(1)提出部教

正本 1部、副本 10部 嗣I本は、写し可。)及び全ての電子データを保存したCD― R等を

提出すること。

(2)提案書類の提出方法及び提出先
「公募型プロポーザル提案書類」と明記した封筒に前号の書類を同封し、持参又は郵送によ

り提出する。(郵送の場合は書留郵便とする。持参する場合は開庁日の午前 9時から午後 4時

までの間受付を行う。)

提出期限は、令和 7年 6月 13日 (金)午後4時必着とする。

提出先は、「11 本件に関する問合せ先」と同じ。
(3)その他

ア 提案書は様式第 6号及び任意様式とし、A4判縦使い、横書き、片面印刷、左とじ (2
カ所)とする。

イ 提案書にA3判の片袖折込みを入れることは可とする。
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ウ 提案書は、提案n果題の順に並べ、ページ番号を付すこと9
工 提案書に記載する文字の大きさは、概ね 12ポイント以上を基本とすること。

8 受託候補者の選定
提案の審査に当たつては、「健康やすぎ 21」 策定支援業務プロポーザル審査委員会 (以下

「委員会」という。)を開催し、提案者のプレゼンテーション及びヒアリングにより、提出さ

れた企画提案書等に記載された提案内容について審査基準に基づいて審査を行い、最高点を

得た参加者を優先受託候補者として、次に得点が高かった者を次点受託候補者として選定す

る。

(1)プレゼンテーション及びヒアリング

ア 実施日 令和 7年 6月 23日 (月 )
イ 会場 安来市役所安来庁舎 (島根県安来市安来町 878番 地 2)

ウ 出席者 (入室者)4名以内 (統括責任者及び主任担当者を含むこと。)

※別途通知に添付する「出席者の報告書」により事前に報告すること。

エ プレゼンテーションの時間 40分 程度 (提案は 30分以内、質疑は 10分程度)
オ その他
・プレゼンテーションは、事前に提出する提案書に基づくものとし、新たな提案内容は盛

り込まないこと。

・録音録画は、禁止する。

・各参加者のプレゼンテーションの順番は、参加中込の提出順とする。

・参加者はほかの参加者のプレゼンテーションを傍聴することはできない。

・プロジェクター等を使用する場合は、発注者において、プロジェクター、スクリーン、

接続ケーブルの準備を行 う。参加者がパソコンを用意することとし、HDMI接 続を考

慮し準備すること。

・その他本プレゼンテーション及びヒアリングについての詳細事項は、参加決定者に別

途通知する。

(2)審査

委員会は、別紙 「評価基準」により全ての提案者を審査するものとする。

審査の結果 120点 満点中 70点以上の者の中で最高点であつた者を優先受託候補者とし、

次に得点が高かった者を次点受託候補者とする。

(3)最高点が同点の場合は、参考見積書の金額の低い者を優先受託候補者とする。

(4)最高点を得た提案者が辞退した場合は、次点の者を優先受託候補者とする。

(5)審査結果は、企画提案書を提出した者全てに対し、書面により結果通知するとともに、安

来市のホームページにおいて公表する。

≪公表事項≫ 優先受託候補者及び次点受託候補者の名称

(6)審査結果に対する問合せ及び異議申立ては受け付けない。

(7)失格

次のいずれかに該当する場合は、失格とする。

ア 受付期間を過ぎて提出書類が提出された場合
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イ 提出書類に虚偽の記載があった場合
ウ 審査の公平1上に影響を与える行為があつた場合
工 本実施要領に違反すると認められる場合
オ 参加者の要件を満たさなくなった場合

9 契約の締結
審査結果通知後、優先受託候補者と契約締結を行うこととする。

なお、審査結果通知日から10日 以内に契約締結が整わないときは、次点受託候補者に選定

された者と改めて契約締結手続きを行う。

10 その他
(1)公募型プロポーザルの参加に係る一切の経費は、参加者の負担とする。

(2)提出された書類は、返却しない。

(3)提出書類の受理後の差し替え及び追加・削除は、認めない。

(4)参加者は、 1つの提案しか行うことができない。

(5)提出書類は、受託可能な事業者を選定するための資料であり、発注者は無断で本公募型プ

ロポーザル以外の目的に使用しない。ただし、本提案に係る情報公開請求があつた場合は、

安来市情報公開条例に基づき、提出書類を公開することがある。

(6)プ レゼンテーションヘの参加決定がなされなかつた者は、その通知を受けた日の翌日か

ら起算して 5日 (上、日、祝日を除く。)以内に書面により説明を求めることができる。発

注者は説明を求める書面を受け付けた日から起算して 10日 以内に書面により回答するも

のとする。期限後の説明請求については受付しないものとする。

(7)本プロポーザル提案書等の著作権は、当該提案書等を作成した者に帰属する。また、提出

書類の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他法令等に基づい

て保護される第二者の権利の対象となっている内容を提案に用いた結果生じた事象に係る

責任はすべて当該提案書等を作成した者が負うものとする。

11 本件に関する問合せ先
T692-0404

島根県安来市広瀬町 1980番 地 1(安来市健康福祉センター内)

安来市健康福祉都いきいき健康課

電言舌:0854-23-3220
ファクシミツ :0854-32-9230
Eメ ール :kenkou@city.yasugi,shimane.jp
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様式第 1号

令和  年  月  日

安来市長 田中 武夫 様
所在地

商号又は名称

代表者職 。氏名

「健康やすぎ21」 (第 4次健康増進計画。第 3次食育推進計画)策定支援
業務公募型プロポーザル参加意思表明書

標記業務の実施要領で定める参加者資格の要件の全てを満たしていることを誓約

し、参力日意思表明書を提出します。

印

名称および代表者

フリガナ

連 絡 責 任 者

フリガナ 所属・役職

氏名

所 在 地

T

電 話 番 号

フ ァ ッ ク ス 番 号

TEL

FAX

電子メールア ドレス
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(会社概要)

1 設立 帳1業)年月

2資 本 金

年   月 日

円

3 事業所数

4 従業員数 (参加意思表明日現在 )

5 当該業務を担当する営業所等 (所在地、名称、代表者名、電話番号)

6 業務内容

7 その他 (沿革、経歴等のオ既略 )

区 分 人 数

従業員数

役員 人

正規社員 人

パー ト・アルバイ ト等 人
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様式第 2号
業務実績書

参加者名 :

過去 5年間に、地方自治体において、健康増進計画や食育推進計画の策定業務を元請

けとして受託した実績を新しい順に記入してください。

業務名称 発注者 受託期間 備考

※様式の欄が不足する場合は、様式を複写しページ番号を右下に記載の上、実績を記入すること。



様式第 3号

業務実施体制 。配置予定者調書

か方日1著ル名 :

業務体制表

卿 氏名 職種。資格等 主な業務実績 醐 問 備考

鱒

主任担当者

1



様式第 4号

令和  年  月  日

安来市長 田中 武夫 様

所在地

商号又は名称

代表者職・氏名 F「

誓  約  書

当社は、「健康やすぎ 21」 (第 4次健康増進計画・第 3次食育推進計画)策定支援業

務に係る公募型プロポーザルに参加を希望するに当たり、下記の事項について、該当し

ない者であるとともに、今後、これらの者とならないことを誓約 します。

この誓約に反することが明らかになつた場合は、参加の制限、本業務の契約の後にあ

っては契約を解除されることに異存ありません。

また、誓約内容について確認が必要となる場合は、安来市が他の官公署等に照会を行

うことについて承諾します。

記

l 役員等 (法人の役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をい

う。以下同じ)が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成 3年法律第

77号。以下 「暴対法」という。)第 2条第 6号に規定する暴力団員 (以下「暴力団
員」という。)である者

2 暴対法第 2条第 2号に規定する暴力団 (以下「暴力団」という。)又は暴力団員が

経営に実質的に関与している者

3 役員等が自己、自社若しくは第二者の不正の利益を図る目的又は第二者に損害を加
える目的をもつて、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者

4 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど
直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者

5 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者



様式第 5号

会社名

「健康やすぎ21」 (第 4次健康増進計画・第3次食育推進計画)策定支援業務

公募型プロポーザル質問書

番号
質 疑 事 項 内   容

(大) (′Jヽ)

1 1

連

絡

先

所属・職氏名

電話番号

ファクシミリ番号

Eメ ールア ドレス

※番号欄…・関連する質問の場合は「(′卜)」 欄に枝番を記載し整理すること。



様式第 6号

「健康やすぎ21」 (第 4次健康増進計画・第 3食育推進計画)策定支援業務
公募型プロポーザル提案書

標記業務について、提案書を提出します。

令和  年  月  日

安来市長 田中 武夫 様

所在地

商号又は名称

代表者 (職・氏名 ) 臣ロ

(担当者氏名 )

(電話番号 )



様式第 7号

参 考 見 積 書

令和  年  月  日

安来市長 田中 武夫 様

所在地

商号又は名称

代表者 (職 。氏名 )

業 務 名 「健康やすぎ21」 (第 4次健康増進計画・第 3次食育推進計画)

策定支援業務

金   額

見積条件

1 この参考見積書には、契約期間中に見込まれる経費の総額 (消費税相当額を含
む。)を記入すること。
2 見積額の内訳 (任意様式)を添付すること。

印


